
 介護老人保健施設事業会計

 国民健康保険診療所事業会計

 水道事業会計

 病院事業会計

平
成
２８
年
度

市
の
決
算
概
要

 

一
般
会
計
の
決
算
状
況

　
一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
差
引
額
は
、

１３
億
９
６
４
３
万
円
で
、
平
成
２９
年
度
へ

予
算
を
繰
越
し
た
事
業
の
財
源
８
３
５
３

万
円
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
額
は
、 

１３
億
１
２
９
０
万
円
の
黒
字
で
す
。

　
歳
入
で
は
、
地
方
交
付
税
が
１
０
０
億

６
９
９
８
万
円
で
歳
入
総
額
の
３３
・
５

㌫
を
占
め
、
市
税
が
７０
億
６
１
３
９
万

円
（
２３
・
５
㌫
）、
借
金
で
あ
る
市
債
は

２８
億
６
６
７
０
万
円（
９
・
５
㌫
）で
し
た
。

　
そ
の
他
、
市
の
事
業
に
対
す
る
国
や
県

か
ら
の
補
助
金
と
し
て
、
国
庫
支
出
金
が

２０
億
６
８
２
９
万
円
（
６
・
９
㌫
）、
県
支

出
金
が
２０
億
４
４
４
９
万
円
（
６
・
８
㌫
）

の
収
入
で
し
た
。

　
歳
出
で
は
、
高
齢
者
福
祉
、
障
が
い
者

福
祉
、
生
活
保
護
な
ど
の
福
祉
事
業
や
保

育
所
の
運
営
、
子
育
て
の
た
め
の
手
当
の

支
給
な
ど
の
民
生
費
が
７３
億
１
７
３
１
万

円
で
歳
出
総
額
の
２５
・
５
㌫
で
し
た
。
予

防
接
種
な
ど
の
健
康
事
業
や
ご
み
処

理
、
し
尿
処
理
の
経
費
な
ど
を
含
む
衛

生
費
は
４８
億
６
８
３
５
万
円
（
１７
・
０

㌫
）、
借
金
の
返
済
と
な
る
公
債
費
は

４７
億
３
１
８
０
万
円
（
１６
・
５
㌫
）、
職
員

管
理
や
地
域
活
性
化
事
業
な
ど
を
含
む
総

務
費
は
４１
億
３
９
０
７
万
円（
１４
・
４
㌫
）、

学
校
施
設
な
ど
の
整
備
を
行
な
っ
た
教
育

費
は
２４
億
６
５
６
１
万
円
（
８
・
６
㌫
）、

土
木
費
は
１６
億
４
６
９
５
万
円
（
５
・
７

㌫
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

平
成
２８
年
度
の
市
の
決
算
が
確
定
し
、
９
月
の
市
議
会
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
決
算
は
、
１
年
間
に

ど
の
く
ら
い
お
金
が
入
り
（
歳
入
）、
ど
の
よ
う
に
使
っ
た
（
歳
出
）
か
を
取
り
ま
と
め
た
も
の
。
決
算
を
す

る
こ
と
で
、
市
の
財
政
状
況
の
分
析
が
で
き
ま
す
。
一
般
会
計
に
特
別
会
計
と
企
業
会
計
を
合
わ
せ
た
市
の
歳

入
総
額
は
、
５
８
１
億
６
９
３
１
万
円
。
歳
出
総
額
は
５
６
２
億
７
５
２
８
万
円
。
歳
入
と
歳
出
の
差
し
引
き

額
は
、
１
８
億
９
４
０
３
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。
今
回
は
、
決
算
の
概
要
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

□
問
い
合
わ
せ
　
財
務
課
（
内
線
３
３
６
）

歳
出
総
額
は
５６３
億
円

歳入総額　３００億７,６５８万円

歳出総額　２８６億８,０１５万円

▲市道袖畑笠作線・清水白坂線が開通

特別会計 歳入 歳出 歳入歳出決算差引額

国民健康保険 66億2,296万円 63億5,707万円 2億6,590万円
介護保険（事業勘定） 57億6,846万円 55億4,026万円 2億2,820万円
（サービス事業勘定） 2,302万円 2,302万円 0万円
簡易水道 7億8,775万円 7億3,143万円 5,632万円
農業集落排水 1億9,932万円 1億9,929万円 3万円
公共下水道 18億1,100万円 18億0,852万円 247万円
遠山財産区 38万円 27万円 11万円
上財産区 122万円 76万円 47万円
後期高齢者医療 6億6,076万円 6億4,735万円 1,341万円

計 158億7,486万円 153億0,796万円 5億6,690万円

資本的収支決算
収入 1,616万円
支出 1,716万円

収益的収支決算
収入 6億3,509万円
支出 6億2,228万円

資本的収支決算
収入 2,393万円
支出 3,666万円

収益的収支決算
収入 4億4,855万円
支出 5億0,148万円

資本的収支決算
収入 58億3,430万円
支出 59億8,780万円

収益的収支決算
収入 41億7,418万円
支出 40億5,455万円

資本的収支決算
収入 6,519万円
支出 2億4,781万円

収益的収支決算
収入 10億2,046万円
支出 8億1,944万円

□事業概要
　給水件数：11,190件　
　総配水量：4,194,508立方㍍

□市立恵那病院　　　　
　外来患者数：63,442人　
□国保上矢作病院
　外来患者数：19,755人　

□事業別利用者数
　入所事業：31,782人　
　短期入所事業：1,579人

□６診療所
　外来患者数：39,557人  

借
金
（
市
債
）
の
状
況

●
市
民
１
人
当
た
り
約
９９
万
円
の
借
金

　
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
企
業
会
計
の

借
金
の
総
額
は
５
０
６
億
４
７
４
８
万

円
で
、
昨
年
度
と
比
べ

５
億
５
１
０
２
万
円
の

増
額
と
な
り
ま
し
た
。

借
金
を
市
民
１
人
当

た
り
に
換
算
す
る
と
、

９８
万
８
２
６
３
円
と
な

り
ま
す
。（
平
成
２９
年

３
月
３１
日
現
在
の
人
口

５
万
１
２
４
９
人
）

 

貯
金
（
基
金
）
の
状
況

●
貯
金
は
市
民
１
人
当
た
り
約
３７
万
円

　
市
の
貯
金
の
総
額
は
１
８
９
億
８
１
１

５
万
円
で
、
昨
年
度
と
比
べ
１
７
２
１
万

円
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。
市
民
１
人
当

た
り
の
貯
金
が
３７
万
３
７
１
円
あ
る
状
況

で
す
。

  

近
隣
市
と
の
比
較

　
本
市
の
財
政
状
況
を
客
観
的
に
確
認
で

き
る
よ
う
に
、
東
濃
地
域
の
各
市
と
比
較

し
ま
し
た
。
本
市
の
主
な
財
政
状
況
の
過

去
６
年
間
の
推
移
と
、
東
濃
地
域
の
各
市

は
、
平
成
２７
年
度
ま
で
の
過
去
５
年
間
の

財
政
状
況
を
、
次
の
グ
ラ
フ
で
示
し
て
い

ま
す
。

▲

市
立
恵
那
病
院
再
整
備
事
業
の
本
体
工
事
が

完
了
。
平
成
２８
年
１１
月
２１
日
に
診
療
を
開
始

▲笠置コミュニティセンターを改修

うち一般財源※＝２０９億７，８０１万円

※一般財源とは、その使途が特定されない財源で、市税、地方譲与税、地方交付税などがこれに当たります。※数値は万円単位で端数調整しており、合計金額が合わない場合があります。

市債の現在高 506億4,748万円
一般会計 307億6,842万円
特別会計 136億7,580万円
企業会計 62億0,326万円

一般会計に属する基金 162億9,307万円
地域振興基金 36億2,174万円
公共施設整備基金 29億2,143万円
財政調整基金 27億5,896万円
減債基金 23億2,846万円
病院施設等整備基金 15億2,644万円
人口減少対策基金 12億4,580万円
市民のまちづくり基金 5億2,360万円
リニアまちづくり基金 5億0,074万円
過疎地域自立促進基金 2億2,698万円
伊藤文庫基金 2,100万円
その他 6億1,792万円

特別会計に属する基金 8億1,071万円
国民健康保険給付基金 6億0,817万円
介護保険給付基金 1億7,675万円
その他 2,579万円
企業会計に属する基金 5億6,360万円
積立金（水道事業） 4億6,300万円
積立金（介護老人保健施設） 4,300万円
積立金（国保診療所） 5,760万円
定額の資金を運用する基金 13億1,378万円
土地開発基金 9億7,712万円
奨学資金貸与基金 2億9,757万円
その他 3,910万円

（４８億６,８３５万円）

一般会計
（歳入）

一般会計
（歳出）

地方交付税３３.５％

市税２３.５％

国庫支出金６.９％

市債９.５％

県支出金６.８％

その他１９.８％

民生費２５.５％

総務費１４.４％

衛生費１７.０％

教育費８.６％

公債費１６.５％

土木費５.７％

その他１２.３％

図１

図２

　◆企業会計

◆特別会計

◆一般会計

◆基金

◆市債

（１００億６,９９８万円）

（７０億６,１３９万円）（２８億６,６７０万円）

（２０億６,８２９万円）

（２０億４,４４９万円）

（７３億１，７３１万円）

（４１億３,９０７万円）
（４７億３,１８０万円）

（２４億６,５６１万円）

（１６億４，６９５万円）

（５９億６,５７３万円）

（３５億１,１０６万円）
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平
成
２８
年
度

市
の
決
算
概
要

 

普
通
会
計
財
務
諸
表

　
今
年
度
か
ら
決
算
処
理
方
法
を
変
更

し
、
国
が
定
め
る
統
一
的
な
基
準
に
基
づ

く
財
務
諸
表
の
作
成
を
行
い
ま
し
た
。
こ

れ
は
、
複
式
簿
記
に
よ
る
会
計
処
理
を
行

い
、
コ
ス
ト
や
資
産
の
「
見
え
る
化
」
を

目
指
す
も
の
で
す
。
ま
た
、
普
通
会
計
と

は
市
町
村
ご
と
に
異
な
る
特
別
会
計
の
設

置
状
況
を
同
一
と
見
な
し
た
場
合
の
会
計

で
、
一
般
会
計
決
算
額
と
は
多
少
異
な
り

ま
す
。

　

貸
借
対
照
表
の
概
要

　
貸
借
対
照
表
は
、
市
の
財
政
状
態
（
資

産
・
負
債
・
純
資
産
の
残
高
及
び
内
訳
）

を
表
し
た
も
の
で
す
。

　
普
通
会
計
に
お
け
る
市
の
資
産
は
、
約

１
１
５
０
億
円
。
道
路
や
公
共
施
設
な
ど

を
整
備
す
る
た
め
に
発
行
す
る
地
方
債
な

ど
の
負
債
は
、
約
３
６
７
億
円
。
現
在
ま

で
の
世
代
が
税
金
を
支
払
っ
て
、
す
で
に

整
備
さ
れ
た
純
資
産
は
、
約
７
８
３
億
円

と
な
り
ま
す
。
ま
た
、
市
民
１
人
当
た
り

に
換
算
す
る
と
、
資
産
は
約
２
２
４
万
円

で
、
負
債
が
約
７２
万
円
、
純
資
産
が
約

１
５
３
万
円
と
な
り
ま
す
。

　

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
概
要

　

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
は
、
１
年
間
の
行

政
活
動
の
う
ち
、
人
的
サ
ー
ビ
ス
や
給
付

サ
ー
ビ
ス
の
よ
う
な
資
産
形
成
に
つ
な
が

ら
な
い
費
用
と
、
使
用
料
や
手
数
料
な
ど

●　用語の説明　●

0.45

0.55

0.65

0.75

0.45

0.55

0.65

0.75

●　財政力指数　●

 

財
政
健
全
度
の
状
況

　
平
成
２０
年
４
月
１
日
か
ら
一
部
施
行
さ

れ
た
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化

に
関
す
る
法
律
」
に
よ
り
、
算
定
と
公
表

が
義
務
付
け
ら
れ
た
実
質
赤
字
比
率
、
連

結
実
質
赤
字
比
率
、
実
質
公
債
費
比
率
、

将
来
負
担
比
率
の
四
つ
の
指
標
の
健
全
化

判
断
比
率
と
、
公
営
企
業
会
計
の
資
金
不

足
比
率
は
次
の
と
お
り
で
す
。
実
質
公
債

費
比
率
は
１
・
３
㌽
改
善
し
ま
し
た
が
、

将
来
負
担
比
率
は
１３
・
３
と
上
昇
し
ま
し

た
。
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●　１人当たりの積立金　●

多治見市・土岐市・瑞浪市・中津川市・恵那市の財政状況の比較

（一般会計） （一般会計）
多治見市
土岐市
瑞浪市
中津川市
恵那市

０．８０．８

０．５

０．６

０．７

０

４

８

１２

１６

０

４

８

１２

１６

１０万

３０万

５０万

７０万

０

１０万

３０万

５０万

７０万

０

１０万

３０万

２０万

４０万

０

１０万

３０万

２０万

４０万

０

の
収
益
を
表
し
た
も
の
で
す
。
一
般
企
業

の
損
益
計
算
書
に
相
当
す
る
も
の
で
す
。

　
資
産
形
成
に
つ
な
が
ら
な
い
費
用
は
約

２
２
２
億
円
で
、
使
用
料
な
ど
受
益
者
が

負
担
し
た
約
１３
億
円
を
除
き
、
災
害
復
旧

費
な
ど
の
臨
時
行
政
コ
ス
ト
約
４
億
円
を

加
え
る
と
、
純
粋
な
行
政
コ
ス
ト
は
約

２
１
３
億
円
と
な
り
ま
す
。
こ
れ
を
市
民

１
人
当
た
り
に
換
算
す
る
と
、
約
４２
万
円

の
費
用
が
掛
か
っ
た
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

純
資
産
変
動
計
算
書
の
概
要

　
純
資
産
変
動
計
算
書
は
、
貸
借
対
照
表

の
純
資
産
（
資
産
と
負
債
の
差
額
）
が
１

年
間
に
ど
の
よ
う
に
増
減
し
た
か
を
示
し

た
も
の
で
す
。

　
平
成
２８
年
度
末
の
純
資
産
残

高
は
約
７
８
３
億
円
と
な
り
、

昨
年
度
と
比
べ
て
約
１９
億
円
の

増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　

資
金
収
支
計
算
書
の
概
要

　
資
金
収
支
計
算
書
は
、
１
年
間
の
現
金

の
変
動
を
活
動
の
種
類
に
よ
り
区
分
し
た

も
の
で
す
。
通
常
の
業
務
活
動
で
は
約
４５

億
円
の
増
、
資
産
形
成
な
ど
の
活
動
で
は

約
３０
億
円
の
、
資
金
調
達
・
償
還
な
ど
の

活
動
で
は
約
１６
億
円
の
減
と
な
り
ま
す
。

健全化

判断比率

指標名 恵那市の数値 早期健全化基準 財政再生基準
実質赤字比率 － 12.59％ 20.00％
連結実質赤字比率 － 17.59％ 30.00％
実質公債費比率 7.1％ 25.0％ 35.0％
将来負担比率 13.3％ 350.0％

※実質赤字比率と連結実質赤字比率は黒字の場合「－」で表します

指標名 会計名 恵那市の数値 経営健全化基準

資金不足比率

水道事業会計 － 20.0％
病院事業会計 － 20.0％
介護老人保健施設事業会計 － 20.0％
国民健康保険診療所事業会計 － 20.0％
簡易水道事業特別会計 － 20.0％
農業集落排水事業特別会計 － 20.0％
公共下水道事業特別会計 － 20.0％

※資金不足がない場合「－」で表します
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 貸借対照表

資産の部 金額

固定資産
学校や道路の建設、土地
購入などに使われたお金
の総額から減価償却分を
差し引いた額

1,106億7,658万円

（うち投資など） （236億7,598万円）
流動資産
現金や貯金、必要なとき
に現金化することができ
る積立金、市税などの未
収金

43 億０,835万円

（うち現金預金） （14億7,154万円）
資産合計 1,149億8,493万円

負債の部 金額

固定負債
翌々年度以降に支払いや返
済が行われる予定のもの

332億3,132万円

流動負債
翌年度に支払いや返済を
するもの

34億3,639万円

合計 366億6,771万円

純資産の部 金額

固定資産等形成分 1,141億5,911万円
余剰分（不足分） △358億4,189万円

合計 783億1,722万円

負債及び純資産合計 1,149億8,493万円

 資金収支計算書

前年度末現金預金残高 15億4,520万円

資金増減額 △1億0,247万円
　業務活動収支 45億0,455万円
　投資活動収支 △30億3,419万円
　財務活動収支 △15億7,283万円
歳計外現金増減額 2,881万円
本年度末現金預金残高 14億7,154万円

 純資産変動計算書

前年度末純資産残高 764億5,977万円

純行政コスト △213億0,831万円
税収等 189億0,923万円
補助金 41億1,278万円
寄附など 1億4,375万円
本年度末純資産残高 783億1,722万円
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 行政コスト計算書

経常行政コスト 金額

人にかかるコスト
人件費、賞与引当金繰入額
など

43億6,926万円

物にかかるコスト
電気料、修理など維持補修
費など

85億7,928万円

移転支出的なコスト
高齢者や児童などへの手当

（扶助費）、団体への補助金、
特別会計への操出金など

88億5,333万円

その他コスト
市債の利子、時効により納
入されなかった税金（不納
欠損）など

4億1,820万円

経常費用合計 222億2,007万円

使用料・手数料 3億8,674万円
分担金・負担金・寄
附金など 9億3,557万円

経常収益合計 13億2,231万円

臨時行政コスト 金額

災害復旧費・損失補
償引当金繰入額など 4億6,300万円

臨時損失 4億6,300万円

退職手当引当金 5,245万円
臨時利益 5,245万円

（差し引き）
純行政コスト

213億0,831万円

市ウェブサイト（http:
//www.city.ena.lg.
jp/）では、決算書や

財政健全度
の状況、財
務諸表を詳
しく閲覧で
きます。
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